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文部科学省の外国人児童生徒受け入れ施策の変化
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しての英語（English as a second Language、いわゆる
ESL）は、「追加言語としての英語（English as an addi-
tional Language、いわゆる EAL）」に代わっている。父
親がドイツ人、母親がイタリア人のように家庭内言語が
複数のイギリス在住の子どもにとって、英語は必ずしも
第二言語とは限らない。また、ESLにしろ EALにして
も自治体単位の施策が国の施策に代わっている。
イギリスの国レベルの多文化教育に大きな影響を与え
たのは、１９７６年に施行された人種関係法（Race Relation
Act）である。これは人種関係という名の、多民族との
関係を良好なものに保つことを目的に導入された人種差
別を禁止するための法である。労働党政権のもとで入念
に準備された人種関係法としては、当時三度目の改正法
律であるが、マイノリティをマジョリティから切り離し
て独自に扱うことを禁止するなど、マイノリティの英語
指導にも大きな影響を与えたものである。
この法律を画期に、英語指導などで行われていた別室
指導は、英語を一切知らない子どもへの２～３週間単位
の短期指導を例外に、人種隔離教育とみなされ、厳しい
目が向けられるようになる。こんにちのイギリスでは、
たとえ英語がわからなくても、別室指導はできるだけ短
くし、その後は原学級に戻し、原学級のなかにマイノリ
ティ指導の教員が「ひっつき」指導で張り付くなど、メ
インストリームでの支援が主になっている。
また資格社会イギリスでは、マイノリティの言語教育
もすべての言語ではないものの、連邦国の言語を中心に
学校で受講し、資格を取得することができる。
たしかに日本には、人種差別禁止法もなければ、学習
指導要領の順守が義務づけられているために、送り出し
国の言語や文化へ配慮することは難しい。しかし、『手
引き』にもあるように、地域社会の特別な事情を考慮に
入れ、総合的な学習の時間などを利用した教育活動は可
能である。こうした諸活動の積み重ねの上で、多文化共
生教育もより確実になり、多文化教育への道も開かれて
いく。
イギリスをみても地域の地味な多文化教育の取り組み
が、やがては国の政策をも変えていったように、日本で
も先進地域を中心とした実践活動によって『手引き』が
書かれ、その後、改革の動きが「検討会議」へと引き継
がれ、日本語指導が施行規則に位置づけられるまでにな
ったこんにち、これらの施策を誠実に実践するなら、外
国人児童生徒教育をかなり変えることが可能なところま
で来ている。
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日本国憲法や教育基本法は、明らかに日本国民の権利
や義務をうたっている。しかし現実には、外国人児童生
徒のように国籍は異なるが、教育という基本的人権に相
当する権利問題がすでに存在している。こうしたなかで
近年の文部科学省がとろうとしている施策は、国際社会
のなかで批准した国際規約に基づいて外国人児童生徒の
権利を保障することである。
公僕たる官僚の任務は、法に則って諸政策を遂行する
ことである。しかしグローバル化の時代、多くの海外の
子どもが日本社会で生活しており、この子どもたちの基
本的人権は保障されなければならない。憲法上、基本的
権利に相当するようなものは、等しく外国人児童生徒に
も及ぶと解釈されているとはいえ、明文化されたもので
はない。そこで依拠しているのが、本邦が批准している
多くの国際規約である。
このところ文部科学省でとられている施策をみると、
日本の子どもの教育の権利は国内法で、海外の子どもの
それは国際法で対応しようとしている。『充実方策』
は、主に国内法で対応可能な諸施策を示したものであ
り、『手引き』は、外国人児童生徒の諸権利を研究者が
国際法に基づいて認めたものである。従来の国民教育か
らの離脱を思わせる近年の諸施策は、このような使い分
けの結果である。憲法や教育基本法の改正が取りざたさ
れても、必ずしもかれらの諸権利が充足される改正につ
ながるとは限らない以上、このような使い分けもやむを
えまい。
いやむしろ、現実の流れの速い昨今、国内法にのみ依
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拠していては、基本的人権に関するようなものすら対応
が後手に回ることが起きる。その結果、国際社会から批
判されることも起きる。むしろ教育を含め基本的人権に
関わるものは、国際法に依拠して対応するのが必要なこ
とも多い。本来なら国際規約を批准した時点で、憲法や
教育基本法を除いて国内法の変更が求められる。今回の
学校教育法施行規則の変更は、それに対応した措置とみ
なすことも可能である。
ただ、国際法に依拠すればするほど、国内法との溝が
深まり、二重行政の可能性も生じかねない。しかも国際
規約は、国内法のように拘束性を伴う規則ではないた
め、実施において地域格差を生み出しかねない。加え
て、外国人児童生徒に先端で接する地方自治体に、国際
規約がどこまで理解されているかにも差がある。
こうした齟齬をなくすには、国際規約を批准した時点
で国内法との矛盾を取り除く努力がそのつど要求される
が、変化の速いこんにち、必ずしも可能なわけではな
い。それだけに子どもに接する学校関係者や NPO職
員、国際交流協会職員、ボランティア活動家等は、子ど
もの最善の施策がさまざまな諸法でどこまで守られてい
るか十分認識した上で、活動することが求められてい
る。
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